
平成２８年　６月１０日

広島県広島市中区上八丁堀４番１号

洋　伸　建　設　株　式　会　社
代表取締役　金山健二

（単位：千円）

流動資産 流動負債

固定資産 固定負債
有形固定資産

無形固定資産 株主資本
投資その他の資産 資本金

資本剰余金
　
利益剰余金

　

科 目 金 額 科 目 金 額

第５２期　決算公告

　貸　借　対　照　表　
( 平成28年3月31日現在 )

資 産 の 部 負 債 の 部

受 取 手 形 306,646 工 事 未 払 金 1,293,994

5,883,798 3,926,494
現 金 預 金 2,424,234 支 払 手 形 1,799,429

未 払 費 用 32,428販 売 用 不 動 産 6,978
未 払 金 76,643

完成工事未収入金 2,528,301 短 期 借 入 金 50,000
売 掛 金 169,670

材 料 貯 蔵 品 8,469 未 成 工 事 受 入 金 176,320
完成工事補償引当金 955

未 成 工 事 支 出 金 242,239 未 払 法 人 税 等 7,416

667,983 674,027
484,911 退 職 給 付 引 当 金 113,141

未 収 入 金 157,469
賞 与 引 当 金 37,800繰 延 税 金 資 産 27,926

そ の 他 414,669
工 事 損 失 引 当 金 36,837そ の 他 11,862

役員退職慰労引当金 33,470

純 資 産 の 部
負 債 合 計 4,600,522

機 械 ・ 運 搬 具 157,186
長 期 未 払 金 526,336

建 物 87,121

工 具 器 具 ・ 備 品 8,152

構 築 物 61,006
長 期 預 り 保 証 金 1,080

174,294

1,845,260

投 資 有 価 証 券 797

利 益 準 備 金 700

そ の 他 資 本 剰 余 金 40,000

土 地 171,444

40,000

1,951,2608,777
66,000

関 係 会 社 株 式 2,500

そ の 他 利 益 剰 余 金 1,844,560

破 産 更 生 債 権 等 1,832

繰 越 利 益 剰 余 金 1,187,560

長 期 前 払 費 用 1,219
繰 延 税 金 資 産 129,867

純 資 産 合 計
資 産 合 計 6,551,782 負 債 純 資 産 合 計

 
6,551,782
1,951,260

そ の 他 39,911
貸 倒 引 当 金 △ 1,832

別 途 積 立 金 657,000



個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

　時価のないもの 移動平均法による原価法

（２） たな卸資産の評価基準及び評価方法

未成工事支出金 個別法による原価法

販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

り下げの方法により算定）

材料貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切り下げの方法により算定）

（３） 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定率法によっている。

但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）は

定額法によっている。なお、耐用年数及び残存価額については、法人

税法の定めと同一の基準によっている。

無形固定資産 定額法によっている。

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能

期間(５年)に基づく定額法を採用している。

（４） 引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸

倒実績率を基礎とした将来の貸倒損失の発生見込率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上している。

完成工事補償引当金 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、過去の実績を基に、将

来の瑕疵補償見込額を加味して計上している。

賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、当事業年度末にお

ける支給見込額に基づき計上している。

工事損失引当金 当事業年度末手持工事のうち、損失の発生が見込まれるものについて

将来の損失に備えるため、その損失見込額を計上している。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、簡便法により、内規に基づく期末要支

給額を計上している。

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定(内規)に

基づく期末要支給額を計上している。

（５） 収益及び費用の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準(工事の進捗度

の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用している。

（６） 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜き方式によっている。

２．当期純損益金額

当期純利益 167,764千円

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示している。


